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 経済財政政策に関し、内閣総理大臣のリーダーシップ
を十全に発揮させるとともに、関係大臣や有識者議員等
の意見を十分に政策形成に反映させることを目的として、
内閣府に設置された合議制の機関です。 

経済財政諮問会議で発言する内閣総理大臣 
（出典：首相官邸ホームページ） 

 活動状況
令和６年
１月  「中長期の経済財政に関する試算」を公表

６月  「経済財政運営と改革の基本方針 2024」
（骨太方針）を答申

７月  「内閣府年央試算」を公表
 「中長期の経済財政に関する試算」を公表

12月 
 「令和７年度予算編成の基本方針」を答申
 「EBPM アクションプラン 2024」、「改革実
行プログラム 2024」を決定

 この他、経済・財政一体改革推進委員会（平成 27年 8
月～）などの専門調査会等を開催し、本会議に報告を行
っています。 

 「経済財政運営と改革の基本方針」は、政府による経
済財政運営の基本姿勢と改革の方向性を示したもので、
例年夏頃に経済財政諮問会議で取りまとめられ、閣議決
定されます。本方針は、翌年度の予算編成や制度改革な
どの施策に反映されることになります。 

政策統括官 
（経済財政運営担当） 
 政府の経済財政政策の基本方針である

「骨太方針」（経済財政運営と改革の基

本方針）や時々の経済情勢や政策課題

に機動的に対応する「経済対策」の策

定、翌年度の政府予算案の前提となる

「予算編成の基本方針」や「政府経済見

通し」の策定など、マクロ経済運営に関

する業務を行っています。

 こうした議論を行う経済財政諮問会議

に関する事務も担当しています。

経済財政運営と改革の基本方針 
（骨太方針） 

参事官（総括担当） 

参事官（経済対策・金融担当） 

参事官（企画担当） 

参事官（経済見通し担当） 

参事官（産業・雇用担当） 

参事官（予算編成基本方針担当） 

参事官（国際経済担当） 

経済財政諮問会議 
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政府は、その時々の経済情勢に応じ、経済対策をはじ

めとする総合的な政策パッケージを策定しており、内閣
府は、その企画立案、総合調整及び施策の進捗管理等を
行っています。 
 直近では、「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた
総合経済対策」を令和６年 11月 22日に閣議決定しまし
た。賃金上昇が物価上昇を安定的に上回る経済を実現し、
「賃上げと投資が牽引する成長型経済」への移行を確実
なものとするために必要な施策が、日本経済・地方経済
の成長、物価高の克服、国民の安心・安全の確保、の３
本の柱に沿って盛り込まれています。 
 
 
 
 
 
 

 デフレ脱却と持続的な経済成長の実現のため、金融政
策と政府との経済政策との整合性を確保することは極め
て重要です。 
政府、日本銀行は、平成 25 年 1 月の共同声明に基づ

き、デフレからの早期脱却と物価安定の下での持続的な
経済成長の実現に向け、一体となって取り組んでいます。
マクロ経済運営を所掌する内閣府は、金融政策の運営を
決定する日本銀行金融政策決定会合に財務省とともに政
府を代表して出席し、内閣府としての意見を表明してい
ます。 
 また、経済財政諮問会議では、金融政策を含むマクロ
経済政策運営の状況、物価安定目標に照らした物価の状
況と今後の見通し、経済財政状況等について定期的に検
証を行っています。 
 
 
 
 
 
 

 政府の予算編成に関し、経済財政諮問会議における調
査審議を経て、例年 11月下旬～12月上旬目途で「予算
編成の基本方針」を策定し、閣議決定しています。 
 
 
 
 
 
 

 政府経済見通しは、翌年度にかけての経済財政運営の
基本的態度や、それに基づく経済の姿について、政府の
公式見解を表明するものです。通常、予算政府案（概算）
の閣議決定前に閣議了解され、予算案の国会提出と同時
に閣議決定されます。 
また、年央時点で得られる最新の経済動向を踏まえ、

当年度及び翌年度の経済の姿を内閣府年央試算として公
表しています。 
 

 
 
 
 
 
 
 物価上昇を上回る賃上げの実現・定着に向けて大企業
と中小企業の共存共栄を図るため、政府・経済界・労働
界の三者が参画する「未来を拓くパートナーシップ構築
推進会議」などを通じ、サプライチェーン全体の付加価
値の増大とその適切な分配を推進しています。 
 
 
 
 
 
 
  
 
海外から日本への直接投資を呼び込むため、対日直接

投資推進会議（閣僚級）を開催するとともに、その下に
「海外からの人材・資金を呼び込むためのタスクフォー
ス」を設置し、関係省庁と連携して投資環境整備等に取
り組んでいます。 
対内直接投資残高を 2030年に 100兆円とする目標の

早期実現のため、特に重点的に取り組むべき事項とその
政策対応について整理した「対日直接投資加速化に向け
た優先プログラム」を 2024 年に取りまとめました。今
後、同プログラムの発展的改訂を行い、目標の早期実現
に向けた取組を加速します。 
 
 
 
 
 
 
 
 グローバル化が進展する中、内閣府は、国際経済関係
の強化においても重要な役割を担っています。具体的に
は、経済協力開発機構（OECD）やアジア太平洋経済協力
（APEC）などの国際会議への参加や主要国との二国間経
済協議の開催等により、我が国のマクロ経済政策につい
ての国際的な理解の促進、我が国と国際機関、各国との
連携強化等を図っています。 
 

 
経済協力開発機構（OECD）における会議の様子 

金融政策（政府・日本銀行の連携） 

経済対策等 

予算編成の基本方針 

経済見通しと経済財政運営の基本的態度 
（政府経済見通し） 

大企業と中小企業のパートナーシップ構築 

対日直接投資の促進 

国際経済関係 
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持続可能な経済社会の実現に向けた取組 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
少子高齢化・人口減少を克服し、人々が豊かさと幸せ

を実感できる、持続可能な経済社会を実現するための取
組を推進しています。 

 
 「経済・財政新生計画」に基づく経済財政運営 
「経済財政運営と改革の基本方針 2024」（令和 6年６

月 21 日閣議決定）において、中期的な経済財政政策の
枠組みである「経済・財政新生計画」を策定しました。 
「経済あっての財政」の考え方の下、潜在成長率の引

上げに重点を置いた政策運営を行うとともに、歳出・歳
入両面の改革を継続し、経済・財政・社会保障が持続可
能なものとなるよう、取組を進めています。 
また、同計画を着実に実行するため、経済財政諮問会

議の専門調査会である「経済・財政一体改革推進委員会」
において、有識者・関係府省庁と議論しながら、以下の
ような取組を進めています。 
 
 「経済・財政新生計画 改革実行プログラム 2024」

に基づく改革の実行 
 社会保障、文教・科学技術、地方行財政、社会資本整
備等の各分野の改革項目について、「何を」「いつまでに」
「どのように」進めるかを明確化し、具体的な改革工程
に従って改革を推進しています。 
 
 「進捗管理・点検・評価表」による進捗管理 
 また、経済・財政一体改革の取組の進捗管理を行うた
め、「進捗管理・点検・評価表」を作成し、施策や KPIの
見直しに向けて取り組んでいます。 
 
 「EBPM アクションプラン 2024」に基づく EBPM

の実装 
 多年度にわたる重要政策及び計画を対象に、エビデン
スに基づく政策立案を行うため、政策目標、達成・進捗
の検証方法、データの整備方針、政策への反映等の手法
を明確化し、ワイズ・スペンディングに資するよう、取
組を進めています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

経済・財政一体改革推進委員会の検討体制 
 
 中長期の経済財政の展望 
 政府のマクロ経済目標・財政健全化目標の達成に向け
て、有識者の意見を踏まえながら、定量的な分析・試算
を実施しています。 
 
 中長期の経済財政に関する試算 
 年 2回程度、経済・財政・社会保障を一体的にモデル
化した内閣府の計量モデルを用いて試算しています。 
 直近では、「中長期の経済財政に関する試算」（令和７
年１月 17日経済財政諮問会議提出）を公表しました。 

 

政策統括官 
（経済社会システム担当） 

参事官（総括担当） 

参事官（企画担当） 

参事官（社会システム担当） 

参事官（社会基盤担当） 

参事官（市場システム担当） 

参事官（財政運営基本担当） 

民間資金等活用事業推進室（PPP/PFI） 
 

 持続可能な経済社会の実現に向けた取
組を推進しています。 

 経済財政諮問会議の審議を経ながら、
中期的な経済財政の枠組みを策定し、
経済財政政策の企画立案及び総合調整
を実施しています。 

 GDP 等の経済指標だけではなく、満足
度といった主観的な尺度を含めて、多
面的に「見える化」し、政策運営に活か
すための取組を進めています。 

 新たな官民連携の手法として PPP/PFI
の取組を推進しています。 
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民間のノウハウの活用の推進 

 経済指標だけでは表せない「Well-being」
GDPといった経済指標を見るだけでなく、国民一人一

人が健康で生きがいを持って幸せに暮らすことが重要だ
という「Well-being」の考え方を推進しています。Well-
being は、生き方や価値観が多様化する現代社会におい
て、必要不可欠な概念であり、今後ますます注目されて
いくことが期待されます。 

 満足度・生活の質に関する調査
経済社会の構造を人々の満足度（Well-being）の観点

から多面的に把握し、政策運営に活かすための取組とし
て、「満足度・生活の質に関する調査」を実施しています。
生活の幅広い範囲について包括的に評価できる体系とし
て、総合的な主観満足度の他、分野別の満足度とそれ 
に関連する意識や指標を問う調査形式を構築しています。 
 直近では、「満足度・生活の質に関する調査報告書
2024」（令和６年８月）を公表しました。本調査では、
満足度の動向を包括的に確認するとともに、満足度の過
去、現在、未来の動向、働き方と満足度の関係、重視事
項と評価事項の関係等に関する分析を行いました。また、
各国政府及び地方公共団体における Well-being 指標の
政策への活用事例について紹介するとともに、調査方法
の違いによる満足度への影響の検証を行いました。 

生活満足度の推移（男女別） 
出典：満足度・生活の質に関する調査報告書 2024 

～我が国のWell-beingの動向～ 

 Well-beingに関する関係府省庁連絡会議
Well-beingに関する取組の推進に向けて、Well-being

関連の基本計画等の KPI、取組・予算について、とりま
とめを行っています。とりまとめたものを関係府省庁へ
情報共有し、連携を強化するとともに、優良事例の横展
開を図っています。 

 PPP／PFIの推進
財政状況のひっ迫、生産年齢人口の減少、インフラの

老朽化などの社会的課題が一層顕在化する中、少ない財
源・人材でのインフラ老朽化への対応を行うためには、
公共施設等の整備等に民間の資金や創意工夫を最大限活
用する、PPP（Public Private Partnership：官民連携事
業）や PFI（Private Finance Initiative：民間資金等活
用事業）の普及が必要です。 

 PPP/PFI推進アクションプランの策定
政府としてPPP/PFIを推進するに当たっての方針や施

策を取りまとめた「PPP/PFI推進アクションプラン」を、
総理を会長、全閣僚を委員とする民間資金等活用事業推
進会議において、毎年決定しています。令和６年６月３
日に改定した本アクションプランにおいては、①分野横
断型・広域型 PPP/PFIの形成促進、②民間事業者の努力
や創意工夫により適正な利益を得られる環境の構築の推
進、③事業件数10年ターゲットの上方修正及び PPP/PFI
の活用領域の拡大、④PPP/PFI による地方創生の推進を
柱とし、各関連施策を推進しています。 

分野横断型・広域型 PPP/PFIのイメージ 

 地方公共団体への支援
PPP/PFI推進に向けた政府のアクションプランを策定

するとともに、以下のように、地方公共団体等への支援
を行っています。 
・PPP/PFI事業の実務に関する質問、問合せにワンスト
ップで対応する窓口の設置

・地方公共団体の PPP/PFIの優先的検討規程の策定及び
対象事業に関する運用の支援 

・地域の産官学金が集まり具体の案件形成を目指した取
組を行う地域プラットフォームの形成推進を支援

・専門的知見、ノウハウ、経験を持つ専門家を派遣 等

PPP/PFIを活用した事業例 
左：宮城県上工下水一体官民連携運営事業 

（仙塩浄化センター） 
右：旧苅田家付属町家群活用事業（城下小宿糀や） 

出典：宮城県（左）、岡山県津山市（右） 

Well-beingに関する取組 

A市の
中核施設

B町の
小規模施設

A市の
他分野施設

広域型の
PPP/PFI

分野横断型
のPPP/PFI

0.1 -0.2-2.1
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過去投影ケース（７月）

成長移行ケース（７月）

実績

過去投影ケース

成長移行ケース
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2017

正社員求人数
（ハローワーク＋民間）

正社員求人数
（ハローワーク）

（備考）厚生労働省「職業安定業務統計」、株式会社ナウキャスト「Ｈｒｏｇ
賃金Ｎｏｗ」により作成。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 月例経済報告 
 毎月１回、日本経済や海外経済の動向を分析し、政府
の景気判断を示す報告を作成し、内閣総理大臣をはじめ
とする関係閣僚が出席する「月例経済報告等に関する関
係閣僚会議」に報告後、公表しています。当報告は、政
府のマクロ経済政策の基盤となっています。 
家計（消費、雇用等）、企業（生産、投資等）、金融、物

価、外需、海外経済など、内外の経済動向を踏まえ、景
気判断を行っています。 

 
月例経済報告等に関する関係閣僚会議 
（出典：首相官邸ホームページ） 

  
 
 
   
 「年次経済財政報告」（通称：経済財政白書） 
 我が国の経済財政の動向を総合的に分析する「年次経
済財政報告」（経済財政白書）を年１回閣議において配布
の上、公表しています。 
 
令和６年度年次経済財政報告 
（１）正社員の求人動向 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・企業の人手不足感が歴史的に高い水準にある一方で、
職業安定業務統計の有効求人倍率は横ばい圏内で推移
している。ビッグデータから正社員の求人をみると、
ハローワーク経由の求人が横ばいであるのに対し、民
間職業紹介を通じた求人を含む全体では増加傾向が続
いており、求人経路が多様化していることがわかる。
労働需給の的確な把握のためには、多様なデータが重
要であることがわかる。 

 
（２）企業部門の現預金残高 
・企業収益が堅調な中、企業部門の現預金は増加傾向に
あり、主要国の中でも突出した水準にある。これまで
の設備投資の蓄積の結果としての資本ストックは伸び
悩んでおり、我が国の潜在成長率が０％台半ばに留ま

 

政策統括官 
（経済財政分析担当） 

景気の総括的判断、経済財政政策に係る調

査及び分析、内外の経済動向の分析などを

行っています。その成果は経済財政政策の

企画・立案に活用されています。 

我が国の経済財政の動向に関する調査分析 

景気の総括的判断 

参事官（総括担当） 

参事官（企画担当） 

参事官（地域担当） 

参事官（海外担当） 
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る一因となっている。これらが設備投資等に回ること
で、経済の好循環につながることが重要である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 政策課題分析シリーズ 
 日本経済が直面する重要課題や政府の経済財政政策の
効果について分析し、政策議論の素材を提供しています。 
 
 銀行口座データを活用したコロナ禍における企業支

援策の分析（令和６年８月13日） 
・従来とは異なる情報源や入手経路によって作成され、
速報性の高い「リアルタイムデータ」を使った分析を
行った。銀行口座データを用い、中小企業の業績指標
（売上高・人件費・営業利益）を再現し、リアルタイ
ムデータの政策効果分析やEBPMの推進への活用手法
を示した。 

 
 
 
 
 
 
 景気ウォッチャー調査 
 百貨店のマネージャーやタクシー運転手、中小企業の
経営者など景気に敏感な職場で働く人々が肌で感じた景
気動向を毎月１回調査し、DI（ディフュージョン・イン
デックス（回答者の景気判断を指数化したもの））として
公表しています。 

景気ウォッチャー調査結果 
現状判断DIの推移 

 
 
 
 
 
 
 

 
 「地域課題分析レポート」 
 地域経済について幅広くテーマを設定し、構造問題と
景気動向を包括的に分析するレポートを公表しています。 
 
 「地域課題分析レポート2024年秋号 －ポストコ

ロナ禍の若者の地域選択と人口移動－」 
・若年層を中心とする地方から大都市への人口移動につ
いて、背景となる人々の考え方や行動パターンを分析
するため、三大都市圏への人口流入の状況を確認する
とともに、その要因として、進学時と就職時の地域選

択の理由や、経済構造や雇用情勢と人口移動との関係
等について分析した上で、若者に選ばれる地方を目指
して取り組むべき課題を整理した。 

 
東京圏の人口純流入推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 「世界経済の潮流」 
 世界経済の動向や各国の経済財政政策を分析する「世
界経済の潮流」を公表しています。 
 
 世界経済の潮流2024Ⅱ（令和７年２月） 
(1) 中国からの鉄鋼輸出の増加が世界経済に与える影

響（試算結果） 

 

 

 

 
 
・いわゆる「過剰供給」問題が指摘されている中国から
の鉄鋼輸出の増加は鉄鋼業の盛んな国・地域での投資
減少と実質GDP低下をもたらすと試算。 

 
(2) アメリカの人口上位４州と主要国のGDP(2023年) 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
・アメリカ国内において人口の多い上位４州のGDPは、
全米４割弱のシェアを占め、主要国と同程度の経済規
模をもつ。 

地域経済の動向に関する調査分析 

海外経済の動向に関する調査分析 

政策課題の分析 
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鉄鋼業が盛んな地域では、投資減少、実質ＧＤＰ低下。 

投資・実質ＧＤＰが増加する地域も。 

東アジア、北米： 
鉄鋼価格↓、投資↓、ＧＤＰ↓ 

東南アジア、サブサハラアフリカ： 
鉄鋼価格↓、投資↑、ＧＤＰ↑ 

（備考）アメリカ商務省、IMF により作成。 
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（備考）総務省「住民基本台帳人口移動報告」「人口推計」より作成。 
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 経済社会活動に関する研究 
 国民経済計算の新しい国際基準（2025SNA 導入に向
けた対応、マクロ経済・モデル研究、社会問題の解決に
関する研究、の３分野を柱として研究に取り組み、政策
判断に資する基礎的材料を提供し、諸政策の企画立案・
推進を支援しています。また、「少子化・女性活躍の経済
学研究」など内外研究者による国際共同研究を実施して
います。 
 
 研究成果物の発行 
 研究所が発行する学術誌「経済分析」や「ESRI 
Discussion Paper」等の形で、研究所内外の研究者の研
究成果を対外発信しています。 
 また、内閣府経済財政政策担当部局の施策や研究所の
研究成果等に関する情報提供を行うため、年４回程度、
「Economic and Social Research（ESR）」を発行して
います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 研究交流の推進 
 例年、NBER（全米経済研究所）との国際研究交流を行
っています。令和 6年度は「近未来の経済課題の克服に
向けて」をテーマに、学術的な議論を交わす国際コンフ
ァレンスを開催し、国内外のエコノミスト等と政策協調
の可能性を含めた国際的な共通認識の形成に向けた議論
を行いました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国際コンファレンスの模様（令和 6年 8月） 
 

 ESRI政策フォーラムの開催 
 様々な政策テーマについて、 
論点を明確化し、政策形成に資 
するとともに、広範な議論を喚 
起することを目指し、オンライ 
ンで ESRI政策フォーラムを開 
催しています。 

研究所のロゴ 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

経済社会総合研究所 
内閣府のシンクタンクとして、国民経済計

算や景気統計の作成・公表、マクロ経済、経

済統計等を中心とした政策の裏付けとなる

理論的・実証的研究、政策の企画立案を担

う人材の育成、国際コンファレンスや ESRI

政策フォーラム開催等に取り組んでいま

す。 

総務部 

研究官室 

国民経済計算部 

景気統計部 

情報研究交流部 

シンポジウム・フォーラム 

経済社会活動に関する研究 

経済研修所 

 

 

ESRI: 
Economic and Social Research Institute
の略称 
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 国民経済計算（SNA）の作成 
 国際連合で採択される国際基準（現在は 2008SNAに
準拠）に基づき、我が国経済の動向を体系的に記録した
マクロ統計を作成・公表しています。 
 
四半期別 GDP速報 

  家計消費や設備投資、政府支出、輸出入といった支
出側から見た GDP等の速報値を四半期ごとに作成・公
表しています。 

 
国民経済計算年次推計 

  支出側の GDP のほか、産業別の GDP、家計貯蓄、
政府収支といったフロー面や、資産・負債などのスト
ック面も含めた国民経済計算全体について年 1 回作
成・公表しています。 

 
 国民経済計算の改善に向けた取組 
 公的統計の整備に関する基本的な計画（令和５年３月
28日閣議決定）等に基づき、関係府省等と連携の下、精
度の向上を含む国民経済計算の改善に向けた検討を行っ
ています。 
 
 国際基準を巡る議論への積極的参画 
 国民経済計算の新しい国際基準（2025SNA）の策定・
導入に向けたプロセスに積極的に関与しており、OECD
や国連などの国際会議に参加し、発表などを通じて国際
的議論に貢献しています。 
 
 
 
 
 
 
 政策研究を担う人材育成・研修の実施 
 EBPM（Evidence Based Policy Making）の基礎的知
識の習得に関する研修、計量経済分析研修、季節調整法
や国民経済計算(SNA)、アンケート調査等の経済社会関
連統計研修、経済分析等に役立つ Excel 技能研修を実施
しています。 

 
 
 
 
 
 
 景気動向指数 
 景気の現状把握等のため、景気に敏感に反応する指標
を選択・合成した指数。（毎月作成・公表） 
景気動向指数には CI（コンポジット・インデックス）

と DI（ディフュージョン・インデックス）の 2種類があ
り、CIは構成する指標の動きを合成することで景気変動
の大きさやテンポ（量感）を、DIは構成する指標のうち、
改善している指標の割合を算出することで景気の各経済
部門への波及度合いを測定することを目的とします。 
 CI・DIそれぞれに、景気に対して先行して動く先行指
数、ほぼ一致して動く一致指数、遅れて動く遅行指数の
３つの指数があります。 
景気動向指数の動き等をもとに、景気循環の転換点で

ある景気基準日付（山・谷）が設定されます。 
 
 消費動向調査 
 今後半年間の暮らし向きなどについての消費者の意識
を把握するため、全国より抽出した世帯（二人以上世帯、
単身世帯）に対し毎月調査を行っています。「暮らし向き」
「収入の増え方」「雇用環境」「耐久消費財の買い時判断」
の集計結果から消費者態度指数を作成し、毎月公表して
います。また、家計が予想する物価上昇率に関しても調
査を行っており、1年後の物価の見通しについて、「２％
以上上昇」「５％以上上昇」などの割合を集計、公表して
います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 機械受注統計調査 
 設備投資動向の早期把握のため、民間企業による設備
用機械類の受注実績を毎月調査・公表しています（見通
し調査は四半期ごと）。 
 
 法人企業景気予測調査 
 企業活動の面から経済の現状及び今後の見通しを把握
するため、企業の景況判断、企業収益や設備投資の見通
し等を四半期ごとに調査・公表しています。 
 
 企業行動に関するアンケート調査 
 企業活動の面から我が国経済の実態を明らかにするた
め、企業による景気や為替レートについての見通し、設
備投資や雇用の動向等を毎年調査・公表しています。 

研修 

国民経済計算 景気統計 
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 規制改革に関する基本的事項を総合的に調査審議する
ことを目的として内閣府に設置された、内閣総理大臣の
常設の諮問機関です。 
 

規制改革推進会議の様子 
（出典：首相官邸ホームページ） 

 
 委員 
 内閣総理大臣が任命する有識者委員で組織することと
しており、12 人（＊）が委員として任命されています。 
             （＊令和７年４月１日時点） 
 

議  長：冨田 哲郎  東日本旅客鉄道株式会社 
相談役 

議長代理：冨山 和彦  株式会社 IGPIグループ会長 
議長代理：林 いづみ 桜坂法律事務所弁護士  

（創立パートナー） 
 
 ワーキング・グループ（WG） 
 規制改革推進会議では、５つのWGと 1つのサブWG
を設置し、議論を行っています。 
 ・地域活性化・人手不足対応WG 
 ・健康・医療・介護WG  
・働き方・人への投資WG 

 ・スタートアップ・イノベーション促進WG 
・GX・サステナビリティ サブWG 

 ・デジタル・AI WG 
  
 活動状況・答申 
 例年夏から秋頃にかけて重点的に審議する事項を提示
した上で、調査審議を行っています。 
 会議で調査審議した結果は答申としてまとめ、内閣総
理大臣に提出しています。答申は例年夏頃に取りまとめ
ておりますが、それ以外の時期に取りまとめることや、
会議としての意見書を決定・公表することもあります。 

規制改革推進室 

 規制改革に関する企画・立案・総合調整

及び推進を行っています。規制改革の

実施事項について、担当府省や実施時

期を定めた「規制改革実施計画」を取り

まとめています。 

 規制改革推進会議の庶務を担当し、会

議運営を行うとともに、「規制改革・行

政改革ホットライン」で国民や企業等

から要望を受け付けるなど、会議の活

動を全面的にサポートしています。 

規制改革推進会議 
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規制改革推進会議の様子 
（出典：首相官邸ホームページ） 

 
 会議で扱った案件の例 
 規制改革推進会議では、以下の規制改革に関する案件
をはじめとして議論をおこなっています。 
 
＜地方創生＞ 
・膨大な所有者不明土地等の有効活用（農地集約、工場
建設等） 

・ロボット農機の公道走行制度化（圃場間移動等を通じ
た地域での活用） 

・一般用医薬品の販売方法等見直し 
・地方税・国税等を収納するコンビニ等における紙控え
保管の廃止 

・地域におけるオンライン診療の更なる普及及び円滑化 
・認可保育所における付加的サービス（体操等）の円滑
化 

・移動の足不足の解消（ライドシェア） 
 
＜賃金向上、人手不足対応＞ 
・時間単位の年次有給休暇制度の見直し 
・高卒就職者に対する求人情報の直接提供等 
・障害福祉分野における申請・届出等に関する手続負担
の軽減 

・ロボット農機の公道走行制度化(圃場間移動等を通じ
た地域での活用)[再掲] 

 
＜投資大国＞ 
・医療等データの利活用法制等の整備 
・山間部・離島などへの物資輸送のためのドローンの多
数機同時運航の実現 

・オンライン株主総会・社債権者集会の円滑な開催 
・子会社従業員等に対する株式報酬の無償交付 
・株式を対価とする外国会社買収の実現 
・賃金のデジタル払いの拡大 
・政府が調達するクラウドサービスにおけるスタートア
ップ等の参入促進（セキュリティ評価制度（ISMAP）
等の見直し） 

・圧縮水素ガスのトレーラによる陸上運送効率化 
・水素船舶への燃料補給ルールの整備 
 
＜防災・減災＞ 
・未登記建物の解消（がれき撤去等の迅速化） 
・災害時等におけるキッチンカーによる迅速なサービス
の提供 

・山間部・離島などへの物資輸送のためのドローンの多
数機同時運航の実現[再掲] 

 
 
 
 
 
「規制改革実施計画」は、規制改革推進会議の答申等

において示された実施事項について、政府として計画的 
かつ着実に実行するために、担当府省や実施時期を定め
た計画として整理したものです。 
 例年夏頃に「経済財政運営と改革の基本方針」（骨太方
針）等とともに閣議決定しています。 
 
 計画に盛り込まれた事項の実施状況については、担当
府省から報告を求め、それに対する評価（「解決」「継続
フォロー」「要改善」等）を規制改革推進会議に報告・公
表するというフォローアップを毎年実施しています。 
規制改革・行政改革ホットライン（縦割り 110 番） 
規制改革・行政改革ホットライン（縦割り 110 番） 
 
 
 
広く国民や企業等から規制改革に関する提案を受け付

けるために「規制改革・行政改革ホットライン（縦割り
110番）」を設置しています。 
 お寄せいただいた提案のうち、規制改革に関する提案
については規制改革推進室を中心として、行政改革に関
する提案は行政改革推進本部事務局（内閣官房）を中心
として対応しております。 
 受け付けた規制改革に関する提案は、所管省庁に対し
て検討を要請しています。所管省庁から得た回答は、内
閣府ホームページにおいて公表するとともに、規制改革
推進会議の各ワーキング・グループに定期的に報告し、
改善措置が必要な場合は、会議でも議論を行い、その結
果を答申に盛り込むこととしています。 

規制改革推進会議の様子 
（出典：首相官邸ホームページ） 

 
 
 
 
 
 
 規制改革関係府省庁連絡会議 

その他の会議 


